
  

【事業運営の方針、目的】

　寿生会介護予防短期入所生活介護は、予防介護を要する利用者の方々の心身の状況に応じて入浴、

排せつ、食事などの日常生活援助を行います。また、機能訓練や健康増進にむけた支援を通し、利用

　また、利用者の介護を行うご家族などの身体的、精神的負担の軽減が図れることも目的とします。

【施設の概要】

　１　所在地・名称

　２　建物・設備

　３　職員体制（寿生苑・指定介護老人福祉施設と兼任） 令和７年４月１日現在

 

入所者の健康管理、衛生に関する処理、援助などの業

務及び職員の健康管理を行います。

1

1

１９３０．８４㎡　

1箇所　

2槽　

2槽　

３７．２㎡　１１室　

２１．７㎡　　５室　

１４．０㎡　　４室　

職　　名 常　勤 非常勤 計 職　務　の　内　容

　一般浴槽

　居室　4人部屋

　居室　2人部屋

　居室　1人部屋

特別養護老人ホーム　寿生苑

　鉄筋コンクリート平屋建て

　機能回復訓練室（食堂）

者の居宅における生活が可能な限り継続できることを念頭に介護サービスの提供を行います。

1

施設従業者の管理及び業務の管理を一元的に行いま

す。

入所者の健康状態を把握し、健康保持のため適切な処

置を行います。

施設入所申込み調整、契約、入所者の相談、助言、指

導業務、各部門間の連携指導、入所者の家族、関係機

関の連絡業務を行います。

施設サービス計画の作成、提供に当たる従業者との連

携、実施状況の管理を行います。

1

経営主体・代表者

施設の名称・代表者

所　　在　　地

介護保険指定番号

社会福祉法人　寿生会　　　　理事長　向井　利信

特別養護老人ホーム　寿生苑　施設長　中机　茂幸

〒０２８－８４０７　岩手県下閉伊郡田野畑村田野畑120-18

岩手県知事指定　　No　０３７３０００２５６

当該施設部分 構造・設備 面積・設置数

1

　特殊浴槽（機械浴）

　施設長（管理者）

42(1)　看護師（准看護師）

　医　師（嘱託医） 1

1

1

　生活相談員

　介護支援専門員

1

寿生会指定介護予防短期入所生活介護事業「重要事項説明書」



　▼　常勤職員の資格保有数（重複所持）

　４　嘱託医師

　５　協力医療機関

【利用方法・要件】

　１　入所申込み・利用できるかた

　原則として介護援認定を受けている要支援１，２の方、もしくは申請中で認定見込みの方。

　２　入所定員

　　８名（指定短期入所生活介護の定数内）

　３　利用相談・申し込み窓口　　

日常生活を営むのに必要な機能を改善、または減退を

防止するための訓練を行います。

入所者の身体的、精神的介護、清潔の保持等に日常生

活全般に援助を行います。

調理業務全般の総括、入所者の食生活、栄養管理全般

を行います。

入所者の給食業務、厨房の衛生管理など全般を行いま

す。

施設設備の運営管理、各種事務、各業務との連携、関

係機関との連絡調整など行います。

看護師 3 介護福祉士 管理栄養士 介護支援専門員 217

4

3

4

3

1

16

1

1

19

1

　介　護　士

　管理栄養士

3

　機能訓練指導員

　調　理　員

　事　務　員

医　師　名 所　　属 所　在　地 連　絡　先

中村　翔也 国保田野畑村診療所 田野畑村田野畑120-3 ℡　0194-33-3101

1

調理師 5 社会福祉主事 13准看護師 1 医療的ケア研修 6

名　称 　済生会岩泉病院 　国保田野畑村歯科診療所

所在地 　岩泉町岩泉字中家19-1 　田野畑村田野畑120-3

　ただし、緊急を要するような場合は、事業所の担当者へ直接ご相談ください。

▼連絡先・担当者

連絡先 　℡　0194-22-2151 　℡　0194-33-3100

担当者

連絡先

　生活相談員　上方登喜子　　　介護支援専門員　佐藤千春

　電話　０１９４－３３－３２２１　FAX　０１９３－３３－３２２３

宅介護支援事業所の介護支援専門員を経由して受付を行います。



　【サービス提供】

　１　サービス内容

４　利用時に必要な物（衣類・日用品関係）

直接寿生苑にご相談ください。

族等）での対応に困難な事情がある場合は、担当する居宅介護支援事業所の介護支援専門員、または

　ただし、ご本人の身体状況等により、通常の車輌で移動ができないなど、ご本人、身元保証人（ご家

ので、身元保証人（ご家族等）に対応してもらうことになります。

ださい。送迎区域外からご利用の場合につきましては、原則として寿生苑からの送迎は行っていません

　入退所時における送迎の希望につきましては、利用申し込み時に担当する介護支援専門員にご相談く

５　入退所時の送迎

その他

　普段、ご本人が愛用しているものがありましたら、持参いただいて結構ですが、物によりましては

ご遠慮いただく場合もありますので、あらかじめ担当者とご相談ください。

　上衣、普段着、下着、パジャマなどの衣類・履物、タオルケット、バスタオル、フェイスタオル、

　髭剃り（男性の方）、置時計（必要な方）、歯磨きコップ等

・利用する期間に応じて適数の持参を依頼いたします。

・利用決定、契約書締結時に担当者が詳細に説明をいたします。

・衣類、タオル等には洗濯の都合上、氏名を記入させていただきますのでご了承ください。

・寝具類、屑籠、排泄用品の準備は必要ありません。
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・契約締結のために、ご本人、身元保証人（ご家族等）それぞれの印鑑をご持参願います。

人、身元保証人（ご家族等）の来苑をお願いします。

　初回利用時には、介護予防短期入所生活介護事業利用契約書を締結させていただきますので、ご本

　３　利用契約書の締結

　サービス計画
　担当する介護支援専門員の居宅サービス計画に基づき、介護予防短期入所生活介護計

画を作成しサービスを行います。

介護サービス

　ご本人の身体、精神的な状態に合わせた介護方法を検討し、食事、排泄、入浴など生

活全般に支援を実施します。

排泄　排泄にかかる用品は、原則として施設が負担しております。

　　　特別に希望、指定する排泄用品、また使い慣れた私物（ポータブルトイレなど）

　　　の持ち込みについてはご相談ください。

入浴　原則として週２回を実施しております。

　　　楽しみのある生活が提供できるように思考、相談しながら実施しております。

活動　余暇活動として、クラブ、レクリエーション、季節ごとの行事など随時開催し、

社会福祉法人等利用者負担軽減確認証・健康保険被保険者証（後期高齢者医療保険症）

身体障害者受給者証・重度医療受給者証等の提示をお願いします。

必要に応じて、写しをとらせていただきます。

・介護保険被保険者証・介護保険負担限度額認定証・介護保険負担割合証・

・契約締結は初回のみで、次回の利用からは申し出がない限り契約は更新されます。



　　していますが、ご本人の体調によっての提供も行います。

・　食事の提供料金は別途になりますので、料金表をご確認ください。

機能訓練も個人の状況に応じて実施します。

日常生活全般にわたる相談を受け付け、解決に向けた取り組みを行います。

入退所時の送迎

　２　記録の閲覧

　サービス内容の提供記録は申し出により閲覧できます。また、ご希望があれば複写を交付することも

できます。

　【利用料金】

　１　介護保険給付サービス（令和6年4月1日改定単価、並びに加算内容）

※上記基本単価（金額）に下記の内容で加算が適用となります。

　　下記の加算は、令和６年4月１日の介護報酬改定に伴い、特別養護老人ホーム寿生苑が取得可能と

　する項目を総合的に記載してありますので、入所者の皆様すべてに該当しない場合もあります。

　　　詳細については個々に説明申し上げます。

要介護度 給付単価 利用者負担月額

3割

５６１円

１，１２２円

１，６８３円

４，５１０円

５，６１０円

1割 ４５１円

2割

3割

1割

2割

要支援1

要支援2

１，３５３円

９０２円

 

備考

・左記給付単価（日額）に下記の加算単価を

　加え、利用日数を乗じた額が利用額になり

　ます。

・法定代理受領でご本人の直接負担は、介護

　保険負担割合証に表記された割合の額とな

　ります。

へ相談、担当する居宅介護支援事業所の介護支援専門員、ご家族の方へ連絡致します。

体調の変化等が見られる場合は、看護師より（夜間は待機看護師にオンコール）嘱託医

　血圧の測定、体温測定等の実施による短期入所事業利用中の健康管理を実施します。

健康管理

・　食事時間は　朝食７：３０　昼食１２：００　夕食　１７：３０を基本時間と

えるような行事食等も提供します。

・　アレルギーや嗜好については事前にご相談ください。
食事サービス

機能訓練

　ご本人の希望、または居宅サービス計画に基づき、身体機能の回復、または、

低下を予防するため、必要性に応じて対応いたします。

　理学療法士など専門的な職種からの指導を受け、施設内の看護師、介護士による

　ご本人の状態に合わせた食事量、食事形態での提供を行います。季節感が味わ

生活相談

　介護保険給付上、通常の送迎範囲は田野畑村内とします。

　範囲外の送迎が必要になる場合は、別に相談となります。

原則として選択はできませんのでご了承をお願いします。

本人の身体的状況、精神的状況、健康状態に応じた利用をしていただくことから

　利用居室は原則として４人部屋となります。個室、２人部屋もありますが、ご

　光熱水費等相当額、室料相当額をご負担いただきますので料金表をご確認ください。

その他・

利用居室



　２　介護保険給付対象外・自己負担基準額

　　　上記の介護保険給付サービス利用者負担額月額に、下記の食費・居住費及び4段階のかたは室料

　　を加えた額が請求月額となります。

　３　その他の自己負担額

加算率１４％

１割

２割

３割

加算項目

サービス提供体

制強化加算

（Ⅰ）

内　　　　　容 給付単価 利用者日額負担額

10年以上勤務している介護福祉士が３０％ ２２０円

２２円

４４円

６６円

１割

２割

３割

※食材料費に人件費等の調理コストをも

とに算出した金額です。

※光熱水費に燃料費等のコストをもとに

算出した金額です。

※負担限度額4段階のかたのみ

・人件費、諸経費ともに算出し、特別養護老人ホーム寿生苑が設定する食費、居住費単価です。

・特定入所者介護サービス費が適用の場合、上記の食費、居住費は定められた減額を行います。

・第１から３段階の認定を受けた方についての室料は補足給付の給付により負担増加はありません。

項　目

理容費

医療費

　居住費

（光熱水費相当額）

　室　料

単　価　・　備　考

１回　２，５００円（近隣の理容所から出張してもらい、施設内で実施した場合の料金）

医療機関、調剤薬局等からの請求額

本人の希望で購入、または注文する物品

本人の希望で他の利用者に比べて著しく消耗、消費する日用品等

 

その他

利用者自己負担項目 内容説明

送迎加算
田野畑村内で送迎を実施した場合に加算（片

道１回）
1,840円

１割 １８４円

２割

日額単価

１，６２０円

６１０円

４７０円

食　費

（食材料費・調理費）

２４０円

１２０円
若年性認知症利用

者受入加算

６５歳未満の若年性認知症利用者を

受け入れた際
1,200円

３割

２割

１割

３６０円

３６８円

３割 ５５２円

_

_

_

介護職員等処遇

改善加算加算Ⅰ

介護職員の処遇につて所定の対応がなされて

いる。また、ベースアップがはかられてい

る。



　４　利用料の軽減等

　１　特定入所者介護サービス費

　　保険者（市町村）に「特定入所者介護サービス費」の申請を行い、認定を受けますと、所得等に応

　応じて「介護保険負担限度額」が設定され、食費、居住費の自己負担額が軽減されます。

　　該当する負担区分の確認は、保険者（市町村）から交付された認定証に基づきます。

〔負担軽減内容〕

　２　高額介護サービス費

ス費が適応になり、上限金額を超えた差額が、申請することにより後から戻ってきます。（償還払い）

３　社会福祉法人等における利用者負担軽減制度

（個人）１５，０００円

（世帯）２４，６００円

世帯全員が非課税で、老齢福祉年金受給のかた

世帯全員が非課税でその他の年金+所得額の合計が80万以下

第３段階の２

430 円

430 円

１２，９００円

１２，９００円

　負担軽減なし。　施設が設定する基準額の負担となります。

第２段階

第３段階の１

第４段階

0円300円 ９，０００円

該当区分

第１段階

第２段階

第３段階の１

第４段階

認　定　対　象　内　容

生活保護受給者・住民税世帯全員非課税の老齢福祉年金受給者

住民税世帯全員非課税で年金+所得額の合計が80万円以下

　が交付する「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」を受けている場合、確認証を提示いただく

　社会福祉法人等における利用者負担軽減制度を実施している事業所ですので、保険者（市町村）

1,300円 ３９，０００円

年金+所得額１２０万以上で預貯金が５００万以下（夫婦で１５００万）

430 円 １２，９００円

負担区分
食　　　　費

600円

1,000円

１８，０００円

３０，０００円

　ことで軽減を受けることができます。

　介護保険給付額の利用者負担（１割負担分）について、負担限度額の段階に応じて、下記の高額サービ

年金+所得額が８０万以上１２０万以下で預貯金が５５０万以下（夫婦で１５５０万）

当　該　区　分 限度額

（世帯）２４，６００円

（世帯）４４，４００円

（世帯）９３，０００円

第１段階から第３段階に該当しないかた

第3段階の２

生活保護受給者

世帯全員が非課税で年金+所得額の合計が80万を超えるかた

 

居住費（光熱水費相当）

単価（日） 利用者負担月額 単価（日） 利用者負担月額

第１段階 0円

課税世帯のかたで下記（１）（２）に該当しないかた

（世帯）１４０，１００円

（１）課税所得が380万円以上690万円未満の65歳以上のかたがいる世帯

（２）課税所得が690万円以上の65歳以上のかたがいる世帯

（世帯）１５，０００円

（個人）１５，０００円

（世帯）２４，０００円



【サービスの終了・中止】サービスの終了に関しては以下の事項を確認ください。

　１　利用期間中のサービス中止、変更はできるだけ前日までに担当の居宅介護支援事業所へ申し出

　２　当事業所の、やむを得ない事情によりサービスの提供を終了する場合は、終了３０日前までに

　　文書で通知いたします。

　　　ただし、以下に該当する場合は通知がなくても自動的にサービスを終了します。

　　①　利用者が、他の介護保険施設に入所した場合。

　　②　利用者が死亡した場合。

③　介護保険の介護度が要介護や非該当と認定された場合。

　３　利用料の支払が３ヶ月以上遅延し、支払い催告にも関わらず支払いがない場合は、解約となる

　　場合がありますので、ご注意ください。

【その他】

◎通院の対応方法

　寿生会介護予防短期入所生活介護事業をご利用中の通院は身元保証人（ご家族等）と相談しな

がら、状況に応じて通院の対応もさせて頂きます。

◎　利用料金の支払い方法

◎　非常時の災害対応

◎　特記事項

　利用者等の身体拘束予防及び虐待防止・人権擁護・安全対策のために下記

に掲げる必要な措置を行います。

　①　身体拘束予防及び虐待防止・人権擁護・安全対策に関する責任者の選

　　　定を行います。【責任者】　施設長　中机　茂幸

　②　定期的な委員会を開催し、身体拘束予防及び虐待防止・人権擁護・安

　　　全対策についての検討を行います。

　③　成年後見制度利用の利用支援を行います。

　④　身体拘束予防及び虐待防止・人権擁護・安全対策について啓発、普及

　　　するための研修を行います。

　⑤　職員が業務上抱える悩み等に相談対応できる体制を整えます。

　⑥　介護計画作成時など適切な支援の実施に努めます。

 

　２　振り込み

・利用料は寿生苑に直接お支払いください

・医療費等の支払いは、直接医療機関でお支払いください。

・寿生苑が指定する口座の振り込みをお願いします。

・別途、金融機関の手数料がかかります。

　防災訓練・対応

　近隣協力関係

　消防計画を作成し、毎月１回、防災訓練を実施しています。

・主要訓練を行う際は、消防署立会いの指導に基づき実施しています。

・地域消防協力隊を組織し、地域の皆様の理解と協力体制を実施しています。

　１　現金

身体拘束予防及び虐待防

止・人権擁護・安全対策に

ついて

（契約書第４条関連）

　　　ください。



　サービス提供期間中、利用者の体調に急変等あった場合は、看護師への

報告（夜間帯はオンコールにて２４時間対応）、主治医への連絡並びに必

要な措置を行います。また、ご家族、並びに予めご指定いただいた連絡先

への連絡も行います。

・事業者及び事業者の使用する者は、サービス提供上知り得た情報、また、

利用者及びその家族に関する秘密について、正当な理由なく第三者に洩ら

しません。

・事業者は、利用者または代理人から、あらかじめ文書で同意を得ない

限り、サービス担当者会議において個人情報を用いません。

　サービス提供期間中、ご本人に何らかの事故が発生した場合には、速や

かに身元保証人（ご家族等）、状況により保険者（行政）に報告し、必要

な措置を講じます。

　苦情があった場合は、苦情受付担当者が利用者の状況を詳細に把握する

ために、状況の聞き取りや事情の確認を行います。その際は、利用者の立

場を考慮しながら事実関係の把握を行います。

　事実関係及び対応方法については、苦情解決責任者と共に検討を行い、

関係者への連絡調整、並びに利用者への結果報告を行います。

　寿生苑は厚生労働省の通知（平成２２年４月１日医政発0401第１７号）

に基づき医療的ケアの実施を行います。

　入所者のかたに吸引等の医療的ケアが必要になった場合、ご本人または

身元保証人（ご家族等）に説明の上、定められた手続きを経た上で看護職

員と介護職員が連携して支援に当たります。また、支援にあたっては、所

定の研修を受けた介護職員（認定特定行為業務従事者）があたり、さらに

その実施事業所として〝登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）″

の認可を受けています。

　感染症に対する情報を収集し、実際に感染症が発生した場合に活用でき

るマニュアルを作成し、それに基づいた研修会を開催します。定期的に感

染症予防委員会を開催し、感染症に関する情報共有や対策の変更等を検討

していきます。

　自然災害発生時及び新興感染症等の発生時の事業継続計画を作成し、あら

かじめ想定しうる緊急事態への対策を事前に確認・共有します。それにより

ご利用者や職員の生命と事業を守ることができます。

 

業務継続計画の作成につい

て

緊急時の対応

（契約書第１０条関連）

秘密保持と

個人情報保護

（契約書第１１条関連）

事故発生時の対応

（契約書第１２条関連）

苦情解決の体制等

（契約書第１５条関連）

医療的ケアの実施と

安全対策

感染症に対する対応


